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問題(50点) 

 日ビ工業株式会社では，2 つの製造部門(第 1 製造部および第 2 製造部)と 2 つの補助部門(動力部および修繕部)を有しており，製造間

接費の計算には部門別計算を採用している。下記資料に基づき各問に答えなさい。なお，補助部門における変動費および固定費の区分は,

配賦先の部門においても同様とする。 

 

1．補助部門の年間用役消費能力，年間正常用役消費量および当月実際用役消費量 

  第 1 製 造 部  第 2 製 造 部  動 力 部  修 繕 部 

動 力 消 費 能 力  60,000 kWh  48,000 kWh  －  12,000 kWh 

正常動力消費量  54,000 kWh  42,000 kWh  －  10,800 kWh 

実際動力消費量  4,400 kWh  3,300 kWh  －  800 kWh 

修 繕 可 能 時 間  4,500 時間  3,540 時間  840 時間  － 

正 常 修 繕 時 間  4,050 時間  3,150 時間  720 時間  － 

実 際 修 繕 時 間  320 時間  240 時間  50 時間  － 

 

2．製造間接費の年間予算額(第 1次集計額) 

  第 1 製 造 部  第 2 製 造 部  動 力 部  修 繕 部 

変 動 費  30,546,000 円  15,558,000 円  5,980,800 円  3,715,200 円 

固 定 費  35,280,000 円  20,112,000 円  8,640,000 円  5,568,000 円 

 

3．製造間接費の当月実際発生額(第 1次集計額) 

  第 1 製 造 部  第 2 製 造 部  動 力 部  修 繕 部 

変 動 費  2,540,000 円  1,323,600 円  500,500 円  313,600 円 

固 定 費  2,960,000 円  1,660,000 円  731,500 円  470,400 円 

 

4．製造部門の年間正常操業度および当月実際操業度 

  第 1 製 造 部    第 2 製 造 部 

正常機械稼働時間  24,000 時間  正常直接作業時間  12,000 時間 

実際機械稼働時間  1,960 時間  実際直接作業時間  990 時間 

 

[問1] 補助部門費の配賦方法を，単一基準配賦法による直接配賦法とした場合における(1)から(4)の仕訳を示しなさい。ただし，補助

部門費の配賦金額は実際発生額とすること。なお，使用する勘定科目は下記の中から適切な科目を選択し，それ以外は使用しない

こと。 

 

[勘定科目] 

 第 1 製造部費  仕 掛 品  第 2 製造部費  製 造 間 接 費  修 繕 部 費  

 製 品  動 力 部 費  補助部門費差異  製造部門費差異  材 料  

 

(1) 各製造部門の正常配賦に関する仕訳 

(2) 当月の製造間接費実際発生額を各部門へ集計する仕訳(第 1次集計の仕訳) 

(3) 補助部門費を各製造部門へ配賦する仕訳(第 2次集計の仕訳) 

(4) 各製造部門において把握される製造部門費差異に関する仕訳 

 

[問2] 補助部門費の配賦方法を，複数基準配賦法による階梯式配賦法とした場合における各勘定を解答用紙に従い完成させなさい。た

だし，補助部門費の配賦金額は実際発生額ではなく，固定費は予算額を用役消費能力の割合で配賦し，変動費は正常配賦率に実際

用役消費量を乗じた正常配賦額を配賦すること。また，階梯式配賦法における配賦順位の決定においては，他の補助部門への用役

提供数が同数の場合は第１次集計額の大きい方を先順位とする。 
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解答用紙 

[問1] 単一基準配賦法による直接配賦法とした場合の仕訳(単位：円) 

 仕 訳 

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

(1) 

仕 掛 品 

 

 

10,279,430 

 

 

第 1 製 造 部 費 

 

第 2 製 造 部 費 

6,474,860 

 

3,804,570 

(2) 

第 1 製 造 部 費 

第 2 製 造 部 費 

動 力 部 費 

修 繕 部 費 

5,072,600 

2,625,600 

1,771,000 

1,201,200 

製 造 間 接 費 

 

 

 

10,670,400 

 

 

 

(3) 

第 1 製 造 部 費 

 

第 2 製 造 部 費 

1,698,400 

 

1,273,800 

動 力 部 費 

 

修 繕 部 費 

1,771,000 

 

1,201,200 

(4) 

製 造 間 接 費 差 異 

 

 

390,970 

 

 

第 1 製 造 部 費 

 

第 2 製 造 部 費 

296,140 

 

94,830 

 

[問2] 複数基準配賦法による階梯式配賦法とした場合の勘定記入(単位：円) 

第 1 製 造 部 費 

 製 造 間 接 費 ( ● 5,072,600 )   仕 掛 品 ( ● 6,468,000 )  

 動 力 部 費 ( ● 876,800 )   予 算 差 異 ( ● 165,400 )  

 修 繕 部 費 (  756,000 )   操 業 度 差 異 ( ● 72,000 )  

  (  6,705,400 )    (  6,705,400 )  
               

 

第 2 製 造 部 費 

 製 造 間 接 費 ( ● 2,625,600 )   仕 掛 品 ( ● 3,811,500 )  

 動 力 部 費 (  685,600 )   予 算 差 異 ( ● 57,700 )  

 修 繕 部 費 ( ● 580,000 )   操 業 度 差 異 ( ● 22,000 )  

  (  3,891,200 )    (  3,891,200 )  
               

 

動 力 部 費 

 製 造 間 接 費 ( ● 1,771,000 )   第 1 製 造 部 費 (  876,800 )  

  

 

      第 2 製 造 部 費 ( ● 685,600 )  

        修 繕 部 費 (  169,600 )  

        予 算 差 異 ( ● 39,000 )  

  (  1,771,000 )    (  1,771,000 )  
               

 

修 繕 部 費 

 製 造 間 接 費 ( ● 1,201,200 )   第 1 製 造 部 費 ( ● 756,000 )  

 動 力 部 費 ( ● 169,600 )   第 2 製 造 部 費 (  580,000 )  

         予 算 差 異 ( ● 34,800 )  

  (  1,370,800 )    (  1,370,800 )  
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問題(50点) 

第1問 

日ビ工業株式会社の福岡事業部では，製品Ｒおよび製品Ｓの製造販売を行っており，実際工程別総合原価計算を採用している。第1

工程の始点で原料Ｏを全量投入し，加工を行い連産品Ｐと連産品Ｑに分離される。その後，第2工程の始点で連産品Ｐを全量投入し加

工を行い製品Ｒが完成する。また，第3工程の始点で連産品Ｑを全量投入し加工を行い製品Ｓが完成する。下記資料に基づき各問に答

えなさい。なお，月初仕掛品ならびに月初製品および月末製品はない。 

 

1．生産データ 

  第 1 工 程   第 2 工 程   第 3 工 程  

当 月 投 入  31,000㎏   10,000㎏   20,000㎏  

月 末 仕 掛 品  1,000 (2/5)  1,000 (1/2)  2,000 (3/5) 

当 月 完 成 品  30,000kg   9,000㎏   18,000kg  

   (注1) (  )内は加工進捗度を示す。 

   (注2) 第1工程完成品の内訳は，連産品Ｐ10,000㎏と連産品Ｑ20,000㎏であった。 

 

2．当月実際原価および実際販売価格 

原 料 費：26,040,000円 

加 工 費：第1工程 10,944,000円，第2工程 2,945,000円，第3工程 8,448,000円 

  販売価格：製品Ｒ 2,210円/㎏，製品Ｓ 2,380円/㎏ 

 

[問1] 第1工程月末仕掛品原価および第1工程完成品総合原価(連結原価)を計算しなさい。 

[問2] 第1工程完成品総合原価(連結原価)を，分離点における生産量基準により按分した場合の各連産品への按分額を計算しなさい。 

[問3] [問2]の結果より当月の完成品総合原価，売上総利益を製品別に計算しなさい。 

 

下記資料を追加し，[問4]から[問5]を解答しなさい。 

 

3．当月見積原価および見積販売価格 

加 工 費：第2工程 300円/kg，第3工程 450円/kg 

  販売価格：製品Ｒ 2,400円/㎏，製品Ｓ 2,400円/㎏ 

 

[問4] 第1工程完成品総合原価(連結原価)を，分離点における見積正味実現可能価額基準により按分した場合の各連産品への按分額を

計算しなさい。なお，見積正味実現可能価額とは，最終製品の見積販売価額から分離後に生じる個別費を控除した金額である。 

[問5] [問4]の結果より当月の完成品総合原価，売上総利益を製品別に計算しなさい。 

 

第2問 

 日ビ製作所では，製品甲，製品乙および製品丙の製造販売を行っている。次期の利益計画について，下記資料に基づき各問に答えな

さい。 

 

1．次期における各製品1個あたりの資料および固定費に関する資料 

 販 売 価 格 原 料 費 変動加工費 変動販売費 加 工 時 間 

製 品 甲 2,000円 400円 ？円 200円 1時間 

製 品 乙 4,000円 1,300円 ？円 500円 2時間 

製 品 丙 5,000円 2,200円 ？円 600円 3時間 

固 定 加 工 費 4,470,000円(年間) 

固 定 販 売 費 3,672,000円(年間) 

一 般 管 理 費 1,242,000円(年間) 

(注)一般管理費はすべて固定費である。 

 

2．変動加工費に関する資料 

  変動加工費率：400円/時間 

 

[問1] 製品甲，製品乙および製品丙の1個あたり貢献利益を計算しなさい。 

[問2] 製品甲，製品乙および製品丙の販売量割合を3：2：1とした場合の損益分岐点年間販売量を計算しなさい。 

[問3] 製品甲，製品乙および製品丙の販売量割合を3：2：1とした場合の年間目標営業利益1,190,000円を達成する年間販売量を計算 

しなさい。 

[問4] 製品甲，製品乙および製品丙の売上高貢献利益率を計算しなさい。 

[問5] 製品甲，製品乙および製品丙の売上高割合を3：2：1とした場合の損益分岐点年間売上高を計算しなさい。 

[問6] 製品甲，製品乙および製品丙の売上高割合を3：2：1とした場合の希望売上高営業利益率6％を達成する年間売上高を計算しな

さい。 
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解答用紙 

第1問 

［問1］ 

月末仕掛品原価 円  完成品総合原価 円 

 

［問2］ 

連産品Ｐ 円  連産品Ｑ 円 

 

［問3］ 

【完成品総合原価】 

製 品 Ｒ 円  製 品 Ｓ 円 

【売上総利益】 

製 品 Ｒ 円  製 品 Ｓ 円 

 

［問4］ 

連産品Ｐ 円  連産品Ｑ 円 

 

[問5] 

【完成品総合原価】 

製 品 Ｒ 円  製 品 Ｓ 円 

【売上総利益】 

製 品 Ｒ 円  製 品 Ｓ 円 

 

第2問 

［問1］ 

製 品 甲 円/個  製 品 乙 円/個  製 品 丙  円/個 

［問2］ 

製 品 甲 個  製 品 乙 個  製 品 丙 個 

［問3］ 

製 品 甲 個  製 品 乙 個  製 品 丙 個 

［問4］ 

製 品 甲 ％  製 品 乙 ％  製 品 丙 ％ 

［問5］ 

製 品 甲 円  製 品 乙 円  製 品 丙 円 

[問6] 

製 品 甲 円  製 品 乙 円  製 品 丙 円 
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